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平成 28年 12月 26日 

各   位 

住 所  石 川 県 白 山 市 福 留 町 3 7 0 番 地 

会 社 名  株式会社ウイルコホールディングス 

代 表 者 の 
役 職 氏 名 

 代表取締役会長兼社長 若林 裕紀子 

  （コード番号：783 1 東証第二部） 

問い合わせ先   取 締 役   大 槻  健     

電 話 番 号  0 7 6 - 2 7 7 - 9 8 3 1  

 

単元株式数の変更、株式併合及び定款一部変更（単元株式数の変更、 

監 査 等 委 員 会 設 置 会 社 へ の 移 行 等 ） に 関 す る お 知 ら せ 

 

当社は、平成28年12月26日開催の取締役会において、平成29年１月26日開催予定の当社第38回定時株

主総会(以下、「本株主総会」といいます。)に、株式併合及び定款一部変更（単元株式数の変更、発行可

能株式総数の変更、監査等委員会設置会社への移行に係る変更、取締役の責任免除に係る変更等）につい

て付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせします。 

   

記 

1． 単元株式数の変更 

(1) 変更の理由 

全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を公表し、上場する国内会社の普通株式

の売買単位を100株に統一することを目指しております。 

当社は、東京証券取引所に上場する企業として、この趣旨を尊重し、平成29年５月1日をもって、当

社株式の売買単位を1,000株から100株に変更することと致しました。 

(2) 変更の内容 

単元株式数を1,000株から100株に変更致します。 

(3)  変更の条件 

本株主総会において、本件単元株式数の変更及び発行可能株式総数の変更に関する定款一部変更議

案並びに株式併合に関する議案が原案通り承認可決されることを条件と致します。 
 
2． 株式併合 

(1) 株式併合の目的 

上記「1．単元株式数の変更」に記載のとおり、単元株式数を1,000株から100株に変更するにあたり、

単元株式の売買単位あたりの価格の水準を維持し、また各株主様の議決権の数に変更が生じることの

ないよう、当社株式について10株を１株にする併合（以下「本株式併合」といいます。）を行うこと

と致しました。 

(2) 併合の内容 

① 併合する株式の種類  普通株式 

② 併 合 の 割 合  平成29年5月１日をもって、同年４月30日の最終の株主名簿に記録

された株主様ご所有の株式について、10株を１株の割合で併合致し

ます。 

③ 併合により減少する株式数 

 併合前の発行済株式総数 （平成28年10月31日現在） 24,650,800株 

 併合により減少する株式の数  22,185,720株 

 併合後の発行済株式総数  2,465,080株 
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注）「併合により減少する株式の数」及び「併合後の発行済株式総数」は、株式併合前の発行済株

式総数に株式の併合割合を乗じた理論値です。 

(3) 併合により減少する株主数 

所有株式数 株主数  （割合） 所有株式数  (割合) 

10株未満 161名 （13.42％） 219株 （0.00％） 

10株以上 1,039名 （86.58％） 24,650,581株 （100.00％） 

総株主 1,200名 （100.00％） 24,650,800株 （100.00％） 

 注）本株式併合を行った場合、保有株式数が10株未満の株主様161名(その所有株式の合計219株。

平成28年10月31日現在)が株主たる地位を失うことになりますが、本株式併合の効力発生前に、

単元未満株式の買取りの手続きをご利用いただくことも可能ですので、お取引の証券会社ま

たは当社株主名簿管理人までお問い合せ下さい。 

(4) １株未満の端数が生じる場合の処理 

本株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法第235条の定めに従い、当社が一

括して売却し、その売却代金を端数が生じた株主様に対して、端数の割合に応じて交付致します。 

(5) 併合の条件 

本株主総会において、本株式併合に関する議案並びに単元株式数の変更及び発行可能株式総数の変

更に関する定款一部変更議案が原案どおり承認可決されることを条件と致します。 

 

3． 定款一部変更 

(1) 定款変更の目的 

① 株式併合に関する変更 

上記「2．株式併合」に記載した本株式併合に関する議案が本株主総会において原案どおり承認可

決されることを条件として、発行可能株式総数の適正化を図るため、本株式併合の割合（10分の１

）に応じて発行可能株式総数を7,660万株から766万株に変更するものであります。 

② 監査等委員会設置会社への移行に関する変更 

平成27年５月１日に施行された「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号。以下、「

改正会社法」といいます。）によって新たに監査等委員会設置会社への移行が可能となっておりま

す。 

取締役会の監査・監督機能の一層の強化とガバナンスのさらなる充実を図るとともに、権限委譲に

よる迅速な意思決定と業務執行が可能な体制とし、経営の公正性、透明性及び効率性を高めるため、

監査等委員会設置会社へ移行致したく、監査等委員会及び監査等委員に関する定めの新設並びに監

査役及び監査役会に関する定めの削除を行うものであります。 

③ 取締役の責任限定に関する変更 

改正会社法により、責任限定契約を締結することができる取締役の対象が拡張されたことに伴い、

適切な人材の招聘をより可能とし、期待される役割を十分に発揮できるようにするため、業務執行

を行わない取締役との間で責任限定契約を締結することを可能とすべく取締役の責任限定に関する

定めの変更を行うものであります。なお、本変更につきましては、各監査役の同意を得ております。 

④ 剰余金の配当等の決定機関に関する変更 

機動的な配当政策及び資本政策を図るため、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に掲げる事

項を取締役決議においても可能とする旨の定めを新設し、これに伴い、当該定めと重複することと

なる現行定款第６条の定めを削除するものであります。 

⑤ その他 

上記変更に伴い、必要となる条数の調整、その他文言の整理・統一を行うものであります。 
 

(2) 変更の内容 

変更の内容は次のとおりであります。 

なお、本定款変更の効力は、第5条及び第7条を除き、本総会の終結の時をもって発生するものとい

たします。 
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（下線  は変更部分を示します。） 

現 行 定 款 変 更 案 

第 １ 章  総   則 

第 1 条～第 ４ 条 〈条文省略〉 

第 １ 章  総   則 

第 1 条～第 ４ 条 〈現行どおり〉 

第 ２ 章  株   式 

（発行可能株式総数） 

第 ５ 条  当会社の発行可能株式総数は、７６，６

００，０００株とする。 

第 ２ 章  株   式 

（発行可能株式総数） 

第 ５ 条  当会社の発行可能株式総数は、７，６６

０，０００株とする。 

（取締役会決議による自己の株式の取得） 

第 ６ 条  当会社は、会社法第165条第２項の規定

により、取締役会の決議によって市場取引等により自

己の株式を取得することができる。 

 

〈削  除〉 

（単元株式数） 

第 ７ 条   当会社の単元株式数は、１，０００株と

する。 

（単元株式数） 

第 ６ 条   当会社の単元株式数は、１００株とする

。 

（単元未満株主の権利） 

第 ８ 条 〈条文省略〉  

(1) 〈条文省略〉 

(2) 〈条文省略〉 

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当てお

よび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

（単元未満株主の権利） 

第 ７ 条 〈現行どおり〉 

(1) 〈現行どおり〉 

(2) 〈現行どおり〉 

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及

び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

（株式取扱規程） 

第 ９ 条  当会社の株式に関する取扱いおよび手数

料は、法令または本定款のほか、取締役会において定

める株式取扱規程による。 

（株式取扱規程） 

第 ８ 条  当会社の株式に関する取扱い及び手数料

は、法令または本定款のほか、取締役会において定め

る株式取扱規程による。 

（株主名簿管理人） 

第１０条 〈条文省略〉  

 2． 株主名簿管理人およびその事務取扱場所は、取

締役会の決議によって定める｡ 

 3． 〈条文省略〉 

（株主名簿管理人） 

第 ９ 条 〈現行どおり〉 

 2． 株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、取締

役会の決議によって定める｡ 

 3． 〈現行どおり〉 

第 ３ 章  株 主 総 会 

第１１条、第１２条 〈条文省略〉 

第 ３ 章  株 主 総 会 

第１０条、第１１条 〈現行どおり〉 

（招集権者および議長） 

第１３条 〈条文省略〉 

（招集権者及び議長） 

第１２条 〈現行どおり〉 

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし

提供） 

第１４条  当会社は、株主総会の招集に際し、株主

総会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算書

類に記載または表示をすべき事項に係る情報を、法務

省令に定めたところに従いインターネットを利用する

方法で開示することにより、株主に対して提供したも

のとみなすことができる。 

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし

提供） 

第１３条  当会社は、株主総会の招集に際し、株主

総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類

に記載または表示をすべき事項に係る情報を、法務省

令に定めたところに従いインターネットを利用する方

法で開示することにより、株主に対して提供したもの

とみなすことができる｡ 
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現 行 定 款 変 更 案 

第１５条、第１６条 〈条文省略〉 第１４条、第１５条 〈現行どおり〉 

（議 事 録） 

第１７条  株主総会の議事については、法務省令に

定めるところにより開催の日時および場所ならびに議

事の経過の要領およびその結果その他の事項を書面ま

たは電磁的記録をもって議事録を作成する｡ 

（株主総会の議事録） 

第１６条  株主総会の議事については、法務省令に

定めるところにより、開催の日時及び場所並びに議事

の経過の要領及びその結果その他の事項を書面または

電磁的記録をもって議事録を作成する｡ 

第 ４ 章  取締役および取締役会 

第１８条 〈条文省略〉 

第 ４ 章  取締役及び取締役会 

第１７条 〈現行どおり〉 

（員  数） 

第１９条  当会社の取締役は、１０名以内とする。 

〈新  設〉 

 

（員  数） 

第１８条  当会社の取締役（監査等委員である取締

役を除く。）は、１０名以内とする。 

2． 当会社の監査等委員である取締役は、５名以内

とする。 

（選任方法） 

第２０条  取締役は、株主総会の決議によって選任

する。 

 

 2． 〈条文省略〉 

 3． 〈条文省略〉 

（選任方法） 

第１９条  取締役は、監査等委員である取締役とそ

れ以外の取締役とを区別して、株主総会の決議によっ

て選任する。 

 2． 〈現行どおり〉 

 3． 〈現行どおり〉  

（任  期） 

第２１条  取締役の任期は、選任後１年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会

の終結の時までとする。 

 

〈新  設〉 

 

 

2． 増員または補欠として選任された取締役の任期

は、在任取締役の任期の満了する時までとする。 

 

〈新  設〉 

 

 

 

〈新  設〉 

（任  期） 

第２０条  取締役（監査等委員である取締役を除く

。）の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで

とする。 

2． 監査等委員である取締役の任期は、選任後２年

以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会の終結の時までとする。 

〈削  除〉 

 

3． 任期の満了前に退任した監査等委員である取締

役の補欠として選任された監査等委員である取締役の

任期は、退任した監査等委員である取締役の任期の満

了する時までとする。 

4.  会社法第329条第3項の規定により選任された補欠

の監査等委員である取締役の選任決議が効力を有する

期間は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会の開始の時までとする

。 

（代表取締役および役付取締役） 

第２２条 〈条文省略〉 

（代表取締役及び役付取締役） 

第２１条 〈現行どおり〉 
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現 行 定 款 変 更 案 

（取締役会の招集通知） 

第２３条  取締役会の招集通知は、会日の３日前ま

でに各取締役および各監査役に対して発する。ただし

、緊急の必要があるときは、この期間を短縮すること

ができる。 

2． 取締役および監査役の全員の同意があるときは

、招集の手続を経ないで取締役会を開催することがで

きる。 

（取締役会の招集通知） 

第２２条  取締役会の招集通知は、会日の３日前ま

でに各取締役に対して発する。ただし、緊急の必要が

あるときは、この期間を短縮することができる。 

 

2． 取締役の全員の同意があるときは、招集の手続

を経ないで取締役会を開催することができる。 

 

 

〈新  設〉 

 

 

（重要な業務執行の決定の委任） 

第２３条  取締役会は、会社法第399条の13第6項の

規定により、その決議によって重要な業務執行（同条

第5項各号に掲げる事項を除く。）の決定の全部また

は一部を取締役に委任することができる。 

（取締役会の決議方法等） 

第２４条 〈条文省略〉 

2． 当会社は、取締役（当該決議事項について議決

に加わることができるものに限る｡）の全員が取締役

会の決議事項について書面または電磁的記録により同

意の意思表示をしたときは、当該決議事項を可決する

旨の取締役会の決議があったものとみなす。ただし、

監査役が異議を述べたときはこの限りではない｡ 

（取締役会の決議方法等） 

第２４条 〈現行どおり〉 

2． 当会社は、取締役（当該決議事項について議決

に加わることができるものに限る｡）の全員が取締役

会の決議事項について書面または電磁的記録により同

意の意思表示をしたときは、当該決議事項を可決する

旨の取締役会の決議があったものとみなす。 

（取締役会の議事録） 

第２５条  取締役会の議事については、法務省令で

定めるところにより開催の日時および場所ならびに議

事の経過の要領およびその結果その他の事項を書面ま

たは電磁的記録をもって議事録を作成する。議事録に

は、出席した取締役および監査役がこれに記名押印ま

たは電子署名を行う。 

2． 前条第２項の決議があったとみなされる事項の

内容およびその他法令に定める事項については、これ

を議事録に記載または記録する｡ 

（取締役会の議事録） 

第２５条  取締役会の議事については、法務省令で

定めるところにより、開催の日時及び場所並びに議事

の経過の要領及びその結果その他の事項を書面または

電磁的記録をもって議事録を作成する。議事録には、

出席した取締役がこれに記名押印し、または電子署名

を行う。 

2． 前条第２項の決議があったものとみなされる事

項の内容及びその他法令に定める事項については、こ

れを議事録に記載または記録する｡ 

第２６条 〈条文省略〉 第２６条 〈現行どおり〉 

（報酬等） 

第２７条  取締役の報酬、賞与その他の職務執行の

対価として当会社から受ける財産上の利益は、株主総

会の決議によって定める。 

 

（報酬等） 

第２７条  取締役の報酬、賞与その他の職務執行の

対価として当会社から受ける財産上の利益は、監査等

委員である取締役とそれ以外の取締役とを区別して、

株主総会の決議によって定める。 
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現 行 定 款 変 更 案 

（取締役の責任免除） 

第２８条 〈条文省略〉 

2．  当会社は、会社法第427条第１項の規定により

、社外取締役との間に、同法第423条第１項に規定す

る社外取締役の損害賠償責任を法令の定める限度まで

限定する契約を締結することができる｡  

（取締役の責任免除） 

第２８条 〈現行どおり〉 

2．  当会社は、会社法第427条第１項の規定により

、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）と

の間に、同法第423条第１項に規定する取締役の損害

賠償責任を法令の定める限度まで限定する契約を締結

することができる｡ 

第 ５ 章  監査役および監査役会 

（監査役および監査役会の設置） 

第２９条  当会社は、監査役および監査役会を置く

｡ 

第 ５ 章  監査等委員会 

（監査等委員会の設置） 

第２９条  当会社は、監査等委員会を置く｡ 

 

（員  数） 

第３０条  当会社の監査役は、５名以内とする。 

 

〈削  除〉 

（選任方法） 

第３１条  監査役は、株主総会の決議によって選任

する。 

2． 前項の選任決議は、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う。 

 

〈削  除〉 

（任  期） 

第３２条  監査役の任期は、選任後４年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会

の終結の時までとする。 

 2． 任期の満了前に退任した監査役の補欠として選

任された監査役の任期は、退任した監査役の任期の満

了する時までとする。 

 

〈削  除〉 

（監査役会の招集通知） 

第３３条  監査役会の招集通知は、会日の３日前ま

でに各監査役に対して発する。ただし、緊急の必要が

あるときは、この期間を短縮することができる。 

 2． 監査役の全員の同意があるときは、招集の手続

を経ないで監査役会を開催することができる。 

（監査等委員会の招集通知） 

第３０条  監査等委員会の招集通知は、会日の３日

前までに各監査等委員に対して発する。ただし、緊急

の必要があるときは、この期間を短縮することができ

る。 

 2． 監査等委員の全員の同意があるときは、招集の

手続を経ないで監査等委員会を開催することができる

。 

（監査役会の決議方法） 

第３４条  監査役会の決議は、法令に別段の定めが

ある場合を除き、監査役の過半数をもって行う。 

（監査等委員会の決議方法） 

第３１条  監査等委員会の決議は、法令に別段の定

めがある場合を除き、議決に加わることができる監査

等委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

（常勤の監査役） 

第３５条  監査役会は、監査役の中から常勤の監査

役を選定する。 

（常勤の監査等委員） 

第３２条  監査等委員会は、監査等委員の中から常

勤の監査等委員を選定する。 
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現 行 定 款 変 更 案 

（監査役会の議事録） 

第３６条  監査役会の議事については、法務省令で

定めるところにより開催の日時および場所ならびに議

事の経過の要領およびその結果その他の事項を書面ま

たは電磁的記載をもって議事録を作成する。議事録に

は、出席した監査役がこれに記名押印し、または電子

署名を行う。 

（監査等委員会の議事録） 

第３３条  監査等委員会の議事については、法務省

令で定めるところにより、開催の日時及び場所並びに

議事の経過の要領及びその結果その他の事項を書面ま

たは電磁的記録をもって議事録を作成する。議事録に

は、出席した監査等委員がこれに記名押印し、または

電子署名を行う。 

（監査役会規程） 

第３７条  監査役会に関する事項は、法令または本

定款のほか、監査役会において定める監査役会規程に

よる。 

（監査等委員会規程） 

第３４条  監査等委員会に関する事項は、法令また

は本定款のほか、監査等委員会において定める監査等

委員会規程による。 

（報酬等） 

第３８条  監査役の報酬、賞与その他の職務執行の

対価として当会社から受ける財産上の利益は、株主総

会の決議によって定める。 

 

〈削  除〉 

（監査役の責任免除） 

第３９条  当会社は、会社法第426条第１項の規定

により、取締役会の決議によって、同法第423条第１

項に規定する監査役（監査役であった者を含む。）の

損害賠償責任を法令の限度において免除することがで

きる。 

2． 当会社は、会社法第427条第１項の規定により、

社外監査役との間に、同法第423条第１項に規定する

社外監査役の損害賠償責任を法令の限度に限定する契

約を締結することができる｡ 

 

〈削  除〉 

第 ６ 章  会計監査人 

第４０条～第４２条  〈条文省略〉 

第 ６ 章  会計監査人 

第３５条～第３７条 〈現行どおり〉 

（報酬等） 

第４３条  会計監査人の報酬等は、代表取締役が監

査役会の同意を得て定める｡ 

（報酬等） 

第３８条  会計監査人の報酬等は、代表取締役が監

査等委員会の同意を得て定める｡ 

第 ７ 章  計   算 

第４４条 〈条文省略〉 

第 ７ 章  計   算 

第３９条 〈現行どおり〉 

 

〈新  設〉 

（剰余金の配当等の決定機関） 

第４０条  当会社は、剰余金の配当等会社法第459

条第1項各号に掲げる事項については、法令に別段の

定めがある場合を除き、取締役会の決議によって定め

ることができる。 

  



  

8 

 

現 行 定 款 変 更 案 

（剰余金の配当の基準日） 

第４５条  当会社の期末配当の基準日は、毎年１０

月３１日とする｡ 

〈新  設〉 

 

〈新  設〉 

 

（剰余金の配当の基準日） 

第４１条  当会社の期末配当の基準日は、毎年１０

月３１日とする｡ 

2． 当会社の中間配当の基準日は、毎年４月３０日

とする。 

3． 前２項のほか、基準日を定めて剰余金の配当を

することができる。 

（中間配当） 

第４６条  当会社は、取締役会によって、毎年４月

３０日を基準日として中間配当をすることができる。 

 

〈削  除〉 

第４７条  〈条文省略〉 第４２条 〈現行どおり〉 

〈新  設〉 

 

 

〈新  設〉 

附  則 

 

（監査役の責任免除に関する経過措置） 

第１条  当会社は、第３８回定時株主総会の終結前

の行為に関する会社法第423条第1項所定の監査役（監

査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の

限度において、取締役会の決議によって免除すること

ができる。 

 

〈新  設〉 

 

（効力の発生日に関する特則） 

第２条  第５条及び第７条の変更は、平成２９年５

月１日をもって効力が発生するものとする。なお、本

条は、同日の経過をもって削除するものとする。 

 

4． 主要日程 

平成28年12月26日 取締役会決議 

平成29年１月26日(予定) 第38回定時株主総会 

平成29年１月26日(予定) 定款変更の効力発生(発行可能株式総数及び単元株式数の変更を除く) 

平成29年４月中旬(予定) 株式併合公告 

平成29年４月26日(予定) 売買単位の1,000株から100株への変更 

平成29年５月１日(予定) 株式の併合及び定款変更（発行可能株式総数及び単元株式数の変更）の効力発生 

注)上記のとおり、単元株式数の変更及び単元株式数の変更の効力発生日は平成29年５月１日ですが、株式売

買後の振替手続きの関係上、東京証券取引所における売買単位が1,000株から100株に変更される日は、平

成29年４月26日となります。 

 

以 上 

 

 


